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研究成果の概要（和文）：本研究では、大学や公的研究機関の研究開発の成果が、迅速な社会還元や画期的なイ
ノベーション創出を生じるために効果的な条件・要因やシステム等を明らかにすることを目的として、(1) 組織
間連携の効果分析、ならびに(2)先端的研究成果の社会実装に影響する社会システム・法制度・政策等の分析を
行った。また、学術的知識の社会・経済へのインパクトを把握しようとする取り組みとして、 (3)インターネッ
トを用いた企業の研究開発者に対するアンケート調査、(4) NEDOプロジェクトに関するアンケート調査データの
分析、ならびに(5)高被引用度のスター・サイエンティストと特許・企業活動との関わりの調査を行った。

研究成果の概要（英文）：In order to clarify the effective conditions and systems to facilitate quick
 return to society and radical innovation, based on the result of research in universities and 
public research institutions, we carried out (1) analysis of inter-institutional alliance and (2) 
analysis of the social system, legal system and policy influencing on social implementation of the 
result of advanced research. As the efforts trying to grasp the impact of academic knowledge to 
society or economy, (3) questionnaire using internet toward corporate R&D workers, (4) analysis of 
questionnaire results concerning NEDO-funded projects and (5) analysis on the relationship between 
highly cited researchers and patenting/corporate activities.

研究分野：イノベーション研究、技術経営、知的財産政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
学術的な目的で行われる基礎研究はイノ
ベーションにつながるブレークスルーをも
たらす科学的知識を供給してきた。しかしな
がら、基礎研究に基づく学術的知識の社会・
経済へのインパクトは目に見えるものでは
ない。先行研究は、基礎研究の担い手である
大学・公的研究機関に着目して、それらと企
業とのつながりから、科学的知識が社会・経
済に移転されるメカニズムを分析しようと
してきた。たとえば、特許に引用されている
大学・公的研究機関による学術論文、大学・
公的研究機関と企業との共著論文あるいは
共同出願といった要素に着目してきた。 
しかしながら、論文や特許は、いわば研究
開発の成功の結果である。たとえ大学・公的
研究機関の成果に触れたり、ましてや大学・
公的研究機関と共同研究をしたとしても、必
ずしもそれらが論文や特許といった形で現
れるとは限らない。直接的な影響が明白でな
い場合でも、新しいアイデアの提供など可視
化し得ない形で大学・公的研究機関の基礎研
究の成果が活用されている可能性はある。 
こうした目に見えない基礎研究の社会・経
済へのインパクトを評価する方法として、素
朴な方法ではあるが企業へのアンケート調
査の活用が考えられる。Mansfield (1991) は
企業へのアンケート調査に基づき、企業の側
から見て、基礎研究の成果がなければ、新し
い製品や製造方法の 10％はより遅れて世に
出たであろうと指摘している。 
持続的な社会・経済の発展には革新的なイ
ノベーションを創出し続けることが重要で
ある。そのためには、イノベーションの種と
なる先端的な研究成果の創出の担い手であ
る大学や公的研究機関と、それを活用して製
品等を開発してイノベーションを創出する
企業との連携が不可欠である。 
日本において国の施策としての産学官連
携は、科学技術基本法(1995)や大学等技術移
転促進法(1998)を起点とすると、20 年以上に
わたって実施されてきた。しかし、経済産業
省の平成 26 年度調査報告書「我が国のイノ
ベーション創出環境整備に関する調査研究」
には、日本企業は「顧客・社会基点イノベー
ション」や「破壊的イノベーション」が苦手
であり、日本の科学技術政策も技術イノベー
ション中心の傾向がある等の問題点が示さ
れている。 
このことは、大学や公的研究機関で創出さ
れる「知」が、企業にうまく流れていないこ
とを示唆する。さらに、企業が社会ニーズを
捉えた製品開発をしていないので、企業が開
発した製品等が社会に対してあまり影響を
与えない、つまり破壊的イノベーションを起
こさない現状を示唆する。 
したがって、大学や公的研究機関の成果が、
企業の製品開発を介して社会実装されるた
めに効果的な条件・要因や必要なシステム等
は何かを明らかにすることが必要である。 

２．研究の目的 
以上のような背景から、本研究では、大学
や公的研究機関の研究開発の成果が、迅速な
社会還元や画期的なイノベーション創出を
生じるために効果的な条件・要因やシステム
等を明らかにすることを目的として、(1) 組
織間連携の効果分析、ならびに(2)先端的研
究成果の社会実装に影響する社会システ
ム・法制度・政策等の分析を行った。 
また、学術的知識の社会・経済へのインパ
クトを把握しようとする取り組みとして、 
(3)インターネットを用いた企業の研究開発
者に対するアンケート調査、(4) NEDO プロジ
ェクトに関するアンケート調査データの分
析、ならびに(5)高被引用度のスター・サイ
エンティストと特許・企業活動との関わりの
調査を行った。 
 
３． 研究の方法 
(1)組織間連携の効果分析 
事例分析（訪問調査）により、大学や公的
研究機関による先端的な科学技術の研究成
果の社会実装において、効果的な条件・要因
や必要なシステム等は何かを分析した。ここ
で、組織間連携には knowledge transfer も
含まれるものと捉えている。 
 
(2)先端的研究成果の社会実装に影響する社
会システム・法制度・政策等の分析 
先端科学技術の研究成果の社会実装に影
響すると考えられる、社会動向（社会の科学
技術の受容性等含む）や法制度・政策等とい
った社会システムについての事例を基に調
査（アンケート調査及び訪問調査）を実施し、
現状の問題点や課題を抽出・分析した。 
 
(3)企業の研究開発者に対するアンケート調
査 
インターネット調査会社への委託により、
企業の研究開発者に対するアンケート調査
を行った。調査期間は 2016 年の 10 月 13 日
から 24 日であった。調査会社を通じて、当
該調査会社が確保しているモニター登録者
に対してインターネット上でメールにて回
答依頼をした。特に本研究の調査対象者は、
研究開発職についている者である。回答者の
中でそれに該当するのは 234 名であった。回
答者の属性は男性が 92％,女性が 8％であっ
た。回答者の年齢の平均は 52.9 歳であり,中
央値は 55 歳であることから、比較的ベテラ
ンともいえる年齢の方々がご回答くださっ
た。 
 
(4)NEDO プロジェクトに関するアンケート調
査の分析 
本研究は「NEDO プロジェクトの効果測定及
びマネジメントに関する研究（平成 28 年度
募集）」の一環として行い、新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）が資金的支援
を行ったプロジェクトの参加企業に対して



実施したアンケート調査のデータを活用し
て、分析を行った。 
第一に、NEDO によるプロジェクト支援後の
詳細調査（プロジェクト終了後、2・4・6 年
目のアンケート調査で、新たに上市・製品化
段階もしくは中止・中断に至った企業を対象
に実施しているもの）について、平成 25 年
度から 27 年度までの回答をもとに、大学と
の連携が役に立ったか、他企業との連携が役
に立ったか、プロジェクト目標の達成度、な
どについてのクロス分析を行った。また、
NEDO プロジェクトの成果として生み出され
たバイドール特許のデータを詳細調査の結
果と照らし合わせ、大学・公的研究機関と共
同で特許を出願していることや、他企業と共
同で特許を出願していることが、大学との連
携の評価や他企業との連携の評価にどのよ
うな影響を及ぼしているかを調べた。 
 
(5) スター・サイエンティストと特許・企業
活動との関わり 
Clarivate Analytics 社が公開している高
被引用の論文をもつ研究者のリスト、Highly 
Cited Researchers（HCR）のデータを用いて、
こうした研究者が産業界とどのようにかか
わっているのかについて分析を行った。日本
の研究機関に所属するスター・サイエンティ
ストを抽出し、その学術的側面だけではなく
産業界における役割についても検討するた
め、日本のスター・サイエンティストの特許
の状況について分析を行った。 
次に、米国において、大学・企業・自治体
などの多様な関係者によってイノベーショ
ンが継続的に実現される、いわばイノベーシ
ョン・エコシステムが形成されている地域ク
ラスターの一つとして注目される、サンディ
エゴ地域のスター・サイエンティストにフォ
ーカスして、彼らが実際に企業とどのように
関わり影響を与えているのかを調査した。上
記のデータの中から、サンディエゴ地域に所
在する機関に所属しているスター・サイエン
ティスト 66 人が抽出され、各人について、
学術論文と特許のデータを収集し、インター
ネット上の情報から履歴や企業との関わり
に関するデータを得た。 
 
４．研究成果 
(1)組織間連携の効果分析 
組織連携の効果について明らかにするた
めに、下記の事例調査を実施した。 
 

 公的研究機関と大学及び病院との組織
間連携： 
 ドイツ BIH 等の訪問調査（2016 年 1
月訪問） 

 海外の大学に設置された日本の大学事
務所の国際的な組織間連携： 
 ドイツ・シャリテ医科大学の千葉大
学事務所訪問調査（2016 年 1月及び
7月訪問） 

 ドイツ・ハイデルベルグ大学の京都
大学事務所訪問調査（2016 年 9月訪
問） 

 企業と大学等との異なるセクター間の
組織間連携： 
 スイスの製薬企業ロシュ訪問調査
（2016 年 9月訪問） 

 米国カリフォルニア大学サンタバ
ーバラ校(UCSB)の三菱化学出資の
研究センター(MC-CAM)の論文分析 

 
その結果、次のことがわかった。 
ドイツの事例では、公的研究機関と大学病
院との間に新たな公的研究機関(BIH)を設置
し、研究カルチャーの異なる 2つの組織の良
い部分を取り入れていこうというシステム
の変更が行われていた。特に、現職の医師が
高い研究力を身に着けられる制度・システム
として、内部向けの研究ファンドであるが、
医師としての勤務時間の一部を研究に割り
当てられるファンド、つまり研究費よりも研
究時間の提供に重点を置いたファンドが実
施されていた。 
 海外の大学に日本の大学の事務所を設置
した事例では、千葉大学のように、日本の大
学側に、連携に中心的な役割を果たす教授ら
のグループが存在することが、具体的かつ継
続的な組織間連携を可能とすることが示さ
れた。 
企業と大学等との異なるセクター間の組
織間連携の事例では、企業は複数の大学の
様々な部局との間で共同研究や研究協力を
実施し、それらの組織間連携を通じて企業内
の研究開発の方向性の変更や、研究開発力の
向上を行っている様子が示唆された。 
 
(2)先端的研究成果の社会実装に影響する社
会システム・法制度・政策等の分析 
先端的科学技術による研究成果を社会実
装する際の課題等を明らかにするために、次
の調査を実施した。 
 
 先端科学技術の受容性のアンケート調
査： 
 ドイツ人対象（2015 年 11 月調査）、
日本人対象（2016 年 12 月調査） 

 先端的な科学技術の社会影響に関する
取組事例の調査： 
 科学技術の社会影響を調査する機
関についての訪問調査（ドイツ TAB、
スウェーデン IVA、欧州議会等）
（2017 年 7月、2018 年 1月訪問） 

 
その結果、先端的な科学技術を基につくら
れた製品や医薬品を人々が積極的に利用し
たいという受容性と、先端的な科学技術に対
する興味との関係性については、ドイツ及び
日本の回答者の両方において、先端的な研究
開発への興味が高い程，新製品や新しい治療
法を利用したいと考える傾向があることが



明らかになった。 
しかし、全体的にドイツの回答の方が、日
本と比べて興味や関心に肯定的な回答の割
合が高いことが示された。このことは、ドイ
ツの方が先端科学技術の社会実装が生じや
すいことを示唆すると考えられ、日本におい
ては成人に対する科学教育が必要と考えら
れる。 
市民は研究内容がイメージしやすく、研究
成果が自分の生活と結びついている分野に
対して高い興味や期待を持つ傾向がある（一
方井ら, 2012）という研究があり、この点を
踏まえて、日本においてどのようなカリキュ
ラムの科学教育を実施するのか、今後の課題
と考えられる。 
 さらに、先端的な科学技術の社会影響に関
する取組事例の調査として、科学技術の社会
影響を調査し、議会（立法府）の政策形成を
支援する調査機関について訪問調査した。 
調査対象機関は、議会に設置された調査機
関として欧州議会科学技術選択評価委員会
(STOA)及びドイツ連邦議会技術評価局(TAB)、
アカデミアの調査機関であるスウェーデン
王立工学アカデミー(IVA)である。その結果、
いずれの機関においても、もっとも重視する
ことは独立性（中立性）であり、調査結果が
議会や特定の団体グループに偏ることを可
能な限り排除した制度設計（規則・契約・資
金による独立性の担保）の下で、調査が実施
されていることがわかった。さらに、調査テ
ーマは STOA や TAB では議員や議会からの提
案を基に各組織で選定し、IVA では自ら提案
して調査を実施していた。 
また、調査は政策形成に資することを目的
としているので、政策立案者が調査結果を十
分に理解することが必要であり、そのために 
これらの調査機関は、議員などの政策決定者
の科学的リテラシーの向上を目的として、議
員と科学者との相互理解のための取組も実
施していることが示された。 
以上より、効果的な組織間連携として、双
方の組織を繋ぐことのできる中心的な人材
の存在が必要であることが示された。このこ
とより、効果的な組織間連携には、両方の組
織の機能や役割を併せ持つ新しい人材の育
成を目的とした、システム・制度の導入も同
時に必要であることが示唆された。 
 さらに、先端的科学技術の研究成果の社会
実装には、市民の先端的な研究開発への興味
を高めることが重要であることが示され、成
人に対する科学教育の必要性が示唆された。
また、先端科学技術の社会影響を調査して議
会の政策形成の支援をしている欧州の調査
機関では、議員への科学的リテラシーの向上
の取組も併せて実施していることから、日本
においても、科学的リテラシー向上の取組を
科学技術イノベーションシステムの中に入
れることが必要であると考えられる。 
 
(3) 企業の研究開発者に対するアンケート

調査 
我々は回答者に対して、最も活動的に発明
活動を行っていたころ勤めていた民間企業
での活動について尋ねた。特に次のような質
問を二段階で投げかけている。まず Q1「あな
たがこれまで所属していた民間企業のうち、
あなたが最も活発に発明を行っていた民間
企業におけるあなたの活動についてお伺い
します。その企業においてあなたが発明者の
一人となって発明した件数はどれくらいあ
りますか？（これには特許出願した発明のほ
か,営業秘密にした発明やノウハウなど必ず
しも特許出願を伴わない発明を含みます。）」
という質問に加え、Q2「Q1 への回答のうち,
その発明の完成のために大学・公的研究機関
で生まれた知識が活用されているもの（共同
研究等だけでなく、論文の参照などによって
得られた知識も含まれます）は何件ですか。」
という質問をした。これらの回答結果から、
Q2 での回答した発明数を Q1 での発明数で除
すことによって、大学・公的研究機関の研究
成果に基づく発明の割合について計算した.
それを示したのが図 1 の青色棒グラフ
（inventions）である。 
 続いて Q3「あなたがこれまで所属していた
民間企業のうち、あなたが最も活発に発明を
行っていた民間企業におけるあなたの活動
についてお伺いします。あなたが発明者のひ
とりとなって出願した特許出願の件数はど
れくらいありますか？」という質問に加えて、
Q4「Q3 への回答のうち、その特許出願した発
明のために大学・公的研究機関で生まれた知
識が活用されているもの（共同研究等だけで
なく,論文の参照などによって得られた知識
も含まれます）は何件ですか。」という質問
をした。これらの回答結果から、Q3 での回答
した特許数を Q4 での特許数で除すことによ
って、大学・公的研究機関の研究成果に基づ
く特許の割合について計算した。それを示し
たのが同じく図 1の赤色棒グラフ（patents）
である。 
最後に「Q5 あなたがこれまで所属していた
民間企業のうち、あなたが最も活発に発明を
行っていた民間企業におけるあなたの活動
についてお伺いします。あなたがその企業で
行った発明のうち、どれだけがイノベーショ
ン（新たな製品として上市されたもの,新た
なプロセスとして導入されたもの）につなが
りましたか？」という質問に加えて,「Q5 へ
の回答のうち、そのイノベーションの実現の
ために大学・公的研究機関で生まれた知識が
活用されているもの（共同研究等だけでなく、
論文の参照などによって得られた知識も含
まれます）は何件ですか。」という質問をし
た.これらの回答結果から、Q5 での回答した
イノベーションの数を Q6 でのイノベーショ
ンの数で除すことによって、大学・公的研究
機関の研究成果に基づくイノベーションの
割合について計算した。それを示したのが同
じく図 1 の緑色棒グラフ（innovations）で



ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 大学・公的研究機関で生まれた知識が
活用されている発明、特許、イノベーション
の割合と、回答者の頻度 
 
いずれにも共通する特徴は、大学・公的研
究機関で生まれた知識が活用されているも
のは 0％という回答が最も多いが、二番目に
多いのは 90-100%の階級であり、これらの企
業においては発明の 90％以上が大学・公的研
究機関の研究成果から得られる知識を活用
したものとなっている。 
 回答者 234 人のうち、大学・公的研究機関
の研究成果から得られる知識を活用して、発
明、特許出願、イノベーションの創出のいず
れかを経験したことのある人は130人であり、
半分以上はなにがしか大学・公的研究機関の
研究成果から得られた知識を研究開発活動
に活用していた。 
 
(4) NEDOプロジェクトに関するアンケート調
査の分析 
大学との連携・他企業との連携のいずれに
関しても、それに対する評価が高いほどプロ
ジェクトの目標達成度が高い傾向があるこ
とが示された。また、NEDO プロジェクトにお
いて、大学と共同で特許を出願している企業
は大学の評価が高くなり、他企業と共同で特
許を出願している企業は他企業との連携に
対する評価が高くなる傾向があり、大学との
連携ならびに他企業との連携はいずれも役
立っていることが示唆された。 
 
(5)スター・サイエンティストと特許・企業
活動との関わり 
日本のスター・サイエンティストの特許の
状況については、特許の登録数や被引用回数
についてスター・サイエンティストの間でも
差は大きいものの、彼らの半数以上が少なく
とも特許登録をしたことがあり、また半数近
くが特許の被引用もされていることが明ら
かになった。 
サンディエゴ地域のスター・サイエンティ
ストについては、抽出したスター・サイエン
ティストの中で相対的に特許を重視する
人々のみならず、相対的に論文を重視する
人々においても、企業の共同設立者となるケ

ースや、企業のアドバイザリー・ボードのメ
ンバーになっているケースが多く、企業との
かかわりが深いことが明らかになった。この
ようなスター・サイエンティストの企業への
関与が、サンディエゴ地域のイノベーショ
ン・エコシステムの重要な一部分として機能
しているものと考えられる。 
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